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水道等における衛生上の措置の徹底について 

 

日頃より、水道行政の推進につきましてはご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

さて、今般、別紙のとおり、飲料水に起因する食中毒事件等が発生しました。 

水道における衛生上の措置については、水道法施行規則（昭和 32 年厚生省令第 45 号）

及び水道施設の技術的基準を定める省令（平成 12 年厚生省令第 15 号）等を遵守し、設

備の整備及び残留塩素濃度管理が徹底されるよう、下記に留意することが必要であり、

引き続き遺漏のないようお願いします。 

また、水道原水又は水道(小規模水道を含む。)及び飲用井戸等から供給される飲料水

において、水質異常の情報を把握した場合には、「飲料水健康危機管理実施要領につい

て」（平成 14 年６月 28 日健水発第 0628002 号厚生労働省健康局水道課長通知）に基づ

き、直ちに当課水道水質管理室基準係あて連絡いただくようお願いしているところです

が、その際、浄水場と検査地点の位置を表した地図、水道システムのフローチャート、

報道提供資料等があれば併せて送付をお願いします。 

ＦＡＸ ０３（３５０３）７９６３  電話 ０３（３５９５）２３６８ 

 

記 

 

水道施設における消毒設備の維持管理について 

（１）消毒設備の整備及び維持管理について 

消毒設備については、水道施設の技術的基準を定める省令第５条第１項第５号の規

定に基づく要件を備えるものを設置するとともに、消毒が中断しないよう、常に整備

を行うこと。 

 

（２）残留塩素濃度管理の徹底について 

水道法施行規則第 17 条第１項第３号の規定に基づき、給水栓における水が、遊離

残留塩素を 0.1mg/l(結合残留塩素の場合は、0.4mg/l)以上保持するように塩素消毒

をすること。ただし、供給する水が病原生物に著しく汚染されるおそれがある場合又

は病原生物に汚染されたことを疑わせるような生物若しくは物質を多量に含むおそ

れがある場合の給水栓における水の遊離残留塩素は、0.2mg/l(結合残留塩素の場合は、

1.5mg/l)以上とすること。 

なお、上記規定は、浄水場で一旦消毒されたとしても、送水、配水等の過程で汚水



を吸引する等により汚染されるおそれがあるため、消毒の効果を給水栓に至るまで保

持させておくことを意図したものである。したがって、末端給水栓に浄水が到達する

までに相応の時間がかかる場合には、浄水場における塩素消毒が適切に行われている

か否かについて別途確認する必要があり、浄水池、配水池における残留塩素濃度の異

常を速やかに検知できるようなシステムを整備し、また、各種故障に適切に対応でき

るシステムとなっているか確認すること。 

また、塩素消毒が行われなかった場合には、「水質基準に関する省令の制定及び水

道法施行規則の一部改正等並びに水道水質管理における留意事項について」(平成 15

年10月10日健水発第1010001号厚生労働省健康局水道課長通知)の別添3に基づき、

取水及び給水の緊急停止措置を講じ、かつ、その旨を関係者に周知させる措置を講じ

ること。 

 

（３）毎日検査の徹底について 

水道法施行規則第 15 条第１項第１号において、一日一回以上行うことと規定され

ている消毒の残留効果等の水質検査を土日等を含む毎日行うこと。また、検査結果に

異常が認められた場合は、消毒が確実に行われているか確認するとともに、直ちに原

因究明を行い、必要な対策を講じること。 

 

（４）水道技術管理者による監督等について 

水道技術管理者は、水道法第 19 条第２項の規定に基づき、水道施設が施設基準に

適合しているかどうかを定期的に検査するとともに、衛生上の措置が確実に行われて

いること、水質検査が適正に実施されていることを確認し、その検査結果に異常が認

められた場合、速やかに所要の対応を図ること。 

 



（別紙１） 

 

飲料水に起因する食中毒事件の発生について 

 

１ 概要 

 

小規模水道(水道法適用外の飲料水供給施設)において９日間、塩素消毒がなされな

い飲料水が供給され、給水地区住民等 71 名が下痢、腹痛、発熱を訴える事件が発生

した。 

 

２ 経過 

 

・ 医療機関から、保健所宛に「腹痛、下痢等の症状を呈した者を診察したが、他にも

発症者がいる。」との通報があり、保健所が調査したところ、71 名（地区住民 50

名、その他 21 名）に下痢、腹痛、発熱の症状が確認され、共通飲食物が当該飲料

供給施設から供給される飲料水であることが判明した。 

・ 地区住民に対して、飲食に供する水の使用自粛が要請され、応急給水が行われた。 

・ ９日間、残留塩素が検出されないまま、特段の対応がとられていなかったことが判

明した。 

・ 検査の結果、飲料水供給施設の原水及び患者便から、カンピロバクターが検出され

た。 

 

３ 原因 

 

・ 消毒設備運転上の留意事項として、消毒剤注入ノズルの目詰まりに注意すべきこと

が広く示されているが、当該施設では点検が不十分であったため、次亜塩素酸ナト

リウムの析出物による目詰まりが生じた。 

・ また、毎日検査をするべき残留塩素濃度により、異常事態を把握することができる

が、残留塩素が検出されないことを認識した時点で、問題の重大性を認識しなかっ

たため、対応が遅れた。 

 

[備考] 

・当該飲料水供給施設の給水人口は 62 人。 

・当該施設は中山間地に位置し、山腹の水源上流には、浄化槽、畑、畜産施設等は存

在しない。 



（別紙２） 

 

塩素注入装置の故障事故の発生について 

 

１ 概要 

 

塩素注入設備の電気系統の故障により、塩素消毒がなされない水道水が供給された。 

 

２ 経過 

 

・ 毎日検査者からの連絡により、浄水場から、残留塩素が検出されない水道水が供給

されていることが確認された。 

・ 原因は、電気系統の故障により上記確認の３日前から塩素注入装置が停止していた

ためであり、装置の復旧が行われ、配水管内の水道水を全て入れ替える作業が実施

された。 

・ 作業終了まで、念のため煮沸した水道水を利用するよう広報車による広報が行われ

た。 

・ 装置復旧等の翌日（塩素注入装置停止後４日目）には、残留塩素濃度が正常な状態

になったことが確認され、水道水が正常回復したことについて広報が行われた。 

 

３ 原因 

 

 ・以下の状況から異常の発見が遅れた。 

 残留塩素については、末端給水栓で毎日検査を実施していたが、塩素注入装置

が停止した日から２日間は残留塩素が検出されていた。 

 浄水場の残留塩素計には、異常を知らせる警報装置が設置されていたが、塩素

注入装置と同じ系統で電力を供給しており、かつ、非常用電源は設置されてい

なかったため作動しなかった。 

 

[備考] 

・今回事故が発生した浄水場は、昨年３月の市町村合併に伴い、現在の水道事業に組

み込まれたもの。水源は浅井戸で塩素滅菌処理のみで給水しており、無人運転の浄

水場。 

・合併前の遠方監視システムは 18 年度内の更新工事の実施が予定されていたが、間

に合わなかったもの。 



(参考) 

 

飲料水に起因する水系感染症の集団発生状況 

発生場所 原因飲料水 病因物質 原因施設 摂食者数 患者数

11年 7月14日 長野県 湧水 病原大腸菌(O157) 家庭等 30

12年 2月11日 京都府 井戸水 病原大腸菌(O126) 飲食店 50

13年 6月17日 長野県 湧水 病原大腸菌(O169) 宿泊施設 310 181

10月6日 秋田県 湧水､沼沢水 カンピロバクター・ジェジュニ 家庭 13

3月17日 新潟県 井戸水
ノロウイルス、ウェルシュ、黄色ブ
ドウ球菌、カンピロバクター、大腸
菌

飲食店 227 151

6月10日 石川県 井戸水 ノロウイルス 飲食店 522 76

7月20日 千葉県 冷水器(簡易専用水道) A群ロタウイルス 学校 86 47

7月4日 大分県 井戸水 腸管出血性大腸菌（ＶＴ産生） 家庭 4 3

9月5日 愛媛県
冷水器(推定、水源は専用
水道[深井戸])

カンピロバクター・ジェジュニ／コリ 学校 525 69

3月上旬 広島県 井戸水
大腸菌群が検出されたが特定で
きず

家庭 17 15

8月18日 石川県 簡易水道(表流水) カンピロバクター・ジェジュニ／コリ 宿泊施設 78 52

3月16日 秋田県 簡易水道(地下水) ノロウイルス 家庭等 29

6月30日 山梨県 簡易水道(表流水) カンピロバクター・ジェジュニ／コリ 家庭等 76

7月6日 大分県
専用水道(無認可、表流
水）

プレジオモナス・シデロイデス 宿泊施設 280 190

7月18日 大分県 井戸水 病原大腸菌(O168)
キャンプ
場

348 273

8月2日 長野県 湧水 病原大腸菌(O55) 宿泊施設 81 43

8月13日 高知県 井戸水 不明 家庭等 28 16

18年 8月20日 福島県 湧水 カンピロバクター・ジェジュニ 家庭等 71

17年

発生月日

14年

15年

16年

 



 

(出典：金子光美・保坂三継ら,”水道の病原微生物対策”,丸善(2006),pp.144) 

 

 


